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１．書類作成にあたっての留意事項 

 以下の事項、各書類の作成上の留意点及び記入例を確認の上、作成してください。 

（１）様式 

・必ず指定の様式を使用する。 

・助成金交付申請書、事業報告書などの書類は、公印を押印したオリジナルを提

出する。 

※代表者役職名がない、公印をカラープリントしている書類が散見されます。 

 

（２）申請、交付額の通貨 

・申請、交付は現地通貨で行います。 

※為替変動の影響を避けるため、助成金交付決定通知を受領次第、当該月の 20

日頃までに JICA 在外事務所へ助成金支払申請書を提出してください。 

(例)6 月 5 日に助成金交付決定通知を受領した場合は、6 月 20 日頃まで 

 

（３）経費の配分 

・施設・団体毎に年間事業規模1の 5 割（当該月の JICA 予算統制レートにより計

算した各国通貨の相当額。）の範囲内で、経費の 9 割を上限とし、これを超え

る場合は自己負担となります。 

2020 年度に助成金の交付を受けている場合は、2020 年度は当該助成金交付額と

併せた合計額が年間事業規模の 5 割の範囲内とします。 

・零細規模の団体2は、申請額が年間事業規模の 5 割を超える場合には、事業計画

の内容を踏まえて判断します。 

・事業総額に自己負担率を一律にかけず、自己負担する項目と、助成金を充てる

項目に分けて経費を配分してください。 

（例）総事業費 R$10,000.00、自己負担率 10%で日本語教師合同研修会を実施する 

 自己負担率を 

一律にかけた場合 

項目を分けて 

経費を配分した場合 

経費項目 自己負担額 助成額 総額 自己負担額 助成額 

会場費 100.00 900.00 1,000.00 1,000.00 0.00 

講師謝金 400.00 3,600.00 4,000.00 0.00 4,000.00 

交通費 310.00 2,790.00 3,100.00 0.00 3,100.00 

教材費 90.00 810.00 900.00 0.00 900.00 

通信費 100.00 900.00 1,000.00 0.00 1,000.00 

合計 1,000.00 9,000.00 10,000.00 1,000.00 9,000.00 

                                                   
1 年間事業規模は、2018・2019 年度の 2 会計年度の平均経常支出で判断します。2 会計年度の経常支出に 20％を超える乖離が見られ

る場合、変動理由をヒアリングする場合があります。変動理由がが合理的と判断される場合、1 会計年度の経常支出を適用すること

も可能です。平均経常支出とすることを希望しない団体は理由と共に申し出てください。（例：通常年に発生しない大規模支出があ

った場合等） 
2 当該施設の年間事業規模が 500万円未満の施設・団体 
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・また、助成金交付事業は、JICA が申請書を審査（必要がある場合は修正・変更

を行う）したうえで交付決定を行うプロセスとなっており、対象事業は交付決

定日以降に実施されるものであることが原則ですので、助成金交付決定日以前

に支出された経費は、自己負担としてください。 

（例）助成金交付決定日が 6 月 1 日の場合、4・5 月の巡回診療は自己負担とする。 

実施日 実施地区 自己負担額 JICA 助成額 合計 

4 月 7 日 〇〇 2,500.00 0.00 2,500.00 

5 月 14 日 〇〇 2,500.00 0.00 2,500.00 

6 月 23 日 〇〇 1,000.00 1,500.00 2,500.00 

7 月 26 日 〇〇 1,000.00 1,500.00 2,500.00 

合 計  7,000.00 3,000.00 10,000.00 

※通年の支出が必要な教師謝金などについては「交付決定日前の経費合計額 

≦自己負担額」となるようにしてください。 

 

（４）相談窓口 

相談事項 相談窓口 

事業の内容に関すること JICA 在外事務所 

事業の変更、遅延、中止、助成金によって取得した

財産の処分等 

JICA 在外事務所 

書類作成方法、一般的な事項 海外日系人協会 

＜業務委託先（お問い合わせ先）＞ 

公益財団法人海外日系人協会 業務部 

担当：中井 扶美子（なかいふみこ）／水上 貴雄（みずかみたかお）    

THE ASSOCIATION OF NIKKEI & JAPANESE ABROAD 
JICA Yokohama International Center, 2F 
2-3-1, Shinko, Naka-ku, Yokohama-shi, Kanagawa,231-0001, JAPAN 
TEL：+81-45-211-1784／FAX：+81-45-211-1781 
E-mail：josei@jadesas.or.jp 

 

（５）担当者の変更 

 申請団体の担当者が変更になった際は、必ず JICA 在外事務所及び協会に報告し、

後任者には、本手引きを渡し、以下の事項を必ず引き継ぎしてください。 

 ・助成金交付事業の内容 

 ・申請書/報告書等の必要書類及び作成方法 

 ・支払申請/変更/遅延/中止等の際の手続 

 ・相談窓口及び提出先 
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２．助成金交付申請書                                

【提出書類】 

・助成金交付申請書 

・事業実施計画書 

・収支計画書／事業内容別収支計画書／収支計画明細書（講習会等事業

のみ） 

（添付書類） 

・カタログ、仕様書等の写 

・見積書の写 

 

助成金交付申請書(記入例：10 ページ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成上の留意点】 

（１） 実施種別ごと（教育文化対策、医療衛生対策）に作成する。 

（２） 申請書の宛名は「独立行政法人国際協力機構 理事長殿」とする。 

（３） 団体名・代表者役職・代表者名を記載し、団体公印の押印または代表者の署名の

あるオリジナルを提出する。 

代表者役職名がない、公印をカラープリントしている等の書類が散見されますが、

再提出となりますのでご注意ください。 

（４） 助成金の交付要望額は、現地通貨のみを記載する。 

（５） 助成金の交付要望期日は、申請書が JICA に到着後、助成金交付決定まで約 2 ヶ

月かかるので、4 月に申請の場合は 6 月以降とする。 

（６） 対象となる経費（本冊５．）を確認し、対象経費のみ申請する。 
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事業実施計画書（記入例：11-13 ページ） 

※各事業に合った計画書を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①講習会用 ②謝金用 ③購入用 

【作成上の留意点】 

※事業計画は、実施可能な計画にしてください。 

軽微な変更は「事業報告書」への記載、大幅な変更は「変更承認申請書」の提出が必

要となります。 

①講習会用（講習会、研修会、巡回診療、日本語教師合同研修会など） 

・ 団体名、事業名称、実施時期、趣旨、参加者数、内容などを記載する。 

・ 「趣旨」には、事業実施の目的とその効果についてできるだけ詳しく記載する。 

・ 具体的なプログラムが作成されている場合は、プログラムを添付する。 

・ 日本語教師合同研修会は、現地教師の資質の向上を目的としているので、生徒の

参加が中心となるような行事、例えば「お話大会」「作文コンクール」「生徒作品

展」や「教師打ち合わせ」「役員会」といった学校行事、打ち合わせ及び会議は、

助成金の対象として認められません。 

②謝金用（日本語教師謝金など） 

・団体名、事業名称、実施時期、趣旨、謝金支払対象者名・所属、謝金支払対象者の

活動を記載する。 

③購入用（教材等購入など） 

・ 団体名、事業名称、購入予定時期、趣旨、購入品目を記載する。 

・ 「購入品目」には、品名、数量及び購入目的（どのような目的で使用するか）を

記載する。 

・ 日系児童向け日本語教育教材・教具の購入は、日系児童向け日本語教育のための

教材、教具を対象としているので、成人向け教科書、消耗品（コピー用紙、トナ

ーなど）は助成金の対象として認められません。また、日本語教材としてではな

く、他の目的（娯楽性の強いもの）に流用できるような機材については認められ

ない場合があるので、判断が難しい場合は JICA 在外事務所にご相談ください。 

④添付書類 

・ 助成申請事業に係るカタログ、仕様書等の写し 
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・ 既にプログラム等が決まっている場合は添付する。 

 



7 

 

収支計画書(記入例：14 ページ)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成上の留意点】 

（１）「収支計画書」は実施種別ごと（教育文化対策、医療衛生対策）に作成し、別紙と

して「事業内容別収支計画書」を作成する。 

（２）金額が他の書類とあっているか必ず確認する。 

（３）助成金交付事業は、居住国が経済的な要因等により負担し得ない部分に対する補

完的な事業としての性格も有していることから、申請団体には一定の負担が求め

られています。 
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事業内容別収支計画書（記入例：15,17-18 ページ） 

※各事業に合った計画書を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

①講習会用 ②謝金用 ③購入用  

【作成上の留意点】 

①講習会用（講習会、研修会、巡回診療、日本語教師合同研修会など） 

・ 行事名、開催時期、場所、参加人数、趣旨、内容などを記載する。 

・ 積算基礎（単価、人、月、回数、個数など）をできるだけ詳しく記載する。 

（例）通信費  電話代  @30×2 ヶ月 

   交通費  Ａ市～Ｂ市（往復） @100×10 人 

        Ａ市～Ｃ市（往復） @150×10 人 

   事務用品・消耗品費 コピー用紙 @0.05×500 枚/月×2 ヶ月 

・ JICA 専門家、ボランティアの交通費、日当、宿泊費、講義謝金などは各活動費か

らの支出が原則なので、助成金の支出は認められません。 

 

②謝金用（日本語教師謝金など） 

・ 学校単位で、４月～３月までの月毎の支出計画、総額、JICA 助成額、自己負担額

を記載する。 

・ 日本語教師謝金は、幼稚園から中学校までの児童・生徒に日本語を教える日系人

教師を助成対象としています。申請の際は、所属学校の生徒数、教師数、年間授

業時間数、年間行事予定表など学校の現況についてわかるものを添付する。 

 

③購入用（教材等購入など） 

・ 購入予定品全ての業者発行の見積書の写し(3 者以上)を添付する。 

見積書を 3 者以上から取り付けられない場合又は 3 者以上の見積書のうち最も安

価な価格を採用しない場合は、その理由を記してください。 

注1 助成申請者が第3者に物又は役務の提供を依頼する場合の対価に係る見積書で

あること。 
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収支計画明細書(記入例：16 ページ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成上の留意点】 

（１） 講習会等事業の場合にのみ添付する。 

（２） 内訳欄は、なぜその金額を計上しているかの根拠となるものなので必ず記載し、

計算式が複雑な場合、計算式で表せない場合等は支出内容のリストを添付する。 
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○
○
○
○ 

○
○
○
○ 

○
○
之
印 

記入例 

様式第 1 号（第 2条第 1 項関係） 

                                      年  月  日 

独立行政法人国際協力機構 

 理事長殿 

                          ○○○○○○○日本人会 

                      会長 ○○○ ○○○  印  

 

助 成 金 交 付 申 請 書 

 

貴機構に対し、下記のとおり助成金の交付を申請します。 

 

記 

 

1 助成申請者の名称及び住所 

○○○○○○○日本人会 ○○○国○○○州○○○市○○○区○○番地 

2 助成申請事業の名称 

教育文化対策 日本語教育対策 (教師合同研修会) 

3 助成申請事業の目的及び内容 

目的：日系人子弟への質の高い、かつ効果的な日本語教育を実施するため、日本語教師の教授技術等

の教師研修会を行い、教師のレベルアップを図るとともに、日本で発行されている最新の教材を購入

し、魅力ある授業作りに努める。 

内容：日本語教師合同研修会 

4 助成金の交付要望額（現地通貨） 

総額 ○○.○○ 

5 助成金を必要とする理由 

○○○○○○○○○○○○○○○○困難なため。 

6 助成申請事業の事業計画及び収支予算の計画並びに当該助成金に係る部分の計画 

別添の通り。 

7 助成金の交付要望期日 

○○○○年○○月 

8 機構以外の機関への資金援助・補助金・寄附申請の有無 

なし 

9 その他               

以上 

添付書類 

 

西暦で記載する。 

申請団体名、代表者役職名（会長、理事長等）、代表者
名を記載し、署名または公印を必ず押印する。 

申請書本文は変更しないでください。 

 

実施種別名（教育文化対策医、療衛生対策）
と事業名を記載する。 

詳細は、「事業実施計画書」に記入する。 

事業実施が困難な点を記載する。 

「事業実施計画書」および「収支計画書」を添付する。 

申請書類到着後、助成金交付決定まで約 2 か月要するため、それ以降の
月を記載する。 

担当者名、担当者の連絡先（電話、ＦＡＸ、電子メールアドレス等）を記載する。 
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記入例（講習会用） 

○○○○年○○月○○日 

 

事業実施計画書 

 

○○○○○○日本人会 

 

助成対象事業名：日本語教育対策（教師合同研修会） 

 １）○○○研修会 

 ２）×××セミナー 

 ３）△△△合同研修会 

 

事業の内容： 

１． 実施時期  

１）○○○○年○○月○○日～同年○○月○○日 

 ２）○○○○年○○月○○日 

 ３）○○○○年○○月○○日～同年○○月○○日 

 

 ２．趣  旨 

 １）日系子弟への質の高い、かつ効果的な日本語教育を実施すべく、各学校が抱え

ている課題について、参加者間での経験をもとに討議を持ち、その解決を探る。 

 ２）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ３）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 ３．参加者数 

 １） ○○名 

 ２） ○○名 

 ３） ○○名  合計 延べ○○○名 

 

 ４．研修会内容 

 １）「低学年向け会話練習のための教材開発」をテーマにすえ、本テーマに係る討議、

ワークショップを行う。 

 ２）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ３）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

以上 

事業実施の目的と期待される効果について記載
する。 

具体的なプログラムがある場合は、プログラム
や予定表等を添付する。 
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記入例（謝金用） 

 

○○○○年○○月○○日 

 

事業実施計画書 

 

○○○○○○日本人会 

 

助成対象事業名：日本語教育対策（教師謝金） 

 

事業の内容： 

１． 実施時期 ○○○○年４月～○○○○年３月 

 

 ２．趣  旨  

日系子弟への質の高い、かつ効果的な日本語教育を実施すべく、優秀な教師

を確保するため。 

 

 ３．謝金支払対象者数 

   教師数：合計○○名 

     ○○○学園    ○○名 

     ○○○日本語学校 ○○名 

     ○○○補習校 ○○名 

 

 ４．謝金支払対象者 

氏名 所属 担当クラス 生徒数 備考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

以上 

事業実施の目的と期待される効果について記載する。 
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記入例（購入用） 

 

○○○○年○○月○○日 

 

事業実施計画書 

 

○○○○○○日本人会 

 

助成対象事業名：日本語教育対策（教材等購入） 

 

事業の内容： 

１． 購入予定時期 ○○○○年○○月 

 

 ２．趣  旨  

日本で発行されている最新の教材を購入し、教材研究を積極的に行うことに

より魅力ある授業作りに役立てることができる。 

 

 ３．購入品目 

品名 数量 目的 

   

   

   

   

   

   

   

 

 

以上 

事業実施の目的と期待される効果について記載
する。 
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記入例 

収支計画書 

○○○日本人会 

 

収入の部 

自己負担額 JICA助成額 合計 

   

 

 

支出の部 自己負担額 JICA助成額 合計 

○教師合同研修会 

 ・第 1 回教師研修会 

 ・第２回教師研修会 

 ・第３回教師研修会 

  

○教師謝金 

 

○教材等購入 

   

合計    
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記入例（講習会用） 

事業内容別収支計画書 

行 事 名 ○○○講習会 ○○○講習会 ○○○地域視察 

開催時期 ○○○○年○月○日 ○○○○年○月○日 ○○○○年○月○日 

開催場所    

参加人数 ○○名 ○○名 ○○名 

趣  旨 
   

内  容 

   

 

収入 

自己負担額    

JICA助成額    

総  額    

 

支出 

会場費    

交通費    

宿泊費    

日当    

    

    

    

合 計    

金額のみ記載。内訳等の詳細は個別（各講

習会、研修会ごと）に「収支計画明細書」

を作成する。 
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記入例（講習会用） 

収支計画明細書 

事業名：○○講習会 

収入 総額 自己負担額 JICA助成額 

   

 

 

支出 総額 内訳 自己負担額 JICA助成額 

会場費  @  × 日    

交通費  別添リスト参照 ※   

宿泊費  @  × 泊 × 人   

日当  @  × 日   

  @  ×    

  @  ×   

  @  ×    

  @  ×    

  @  ×    

  @  ×    

合 計     

なぜその金額になっているのか分かるように、

内訳欄は必ず記載する。 

計算式が複雑な場合、計算式で表せない場合等

は、支出内容のリストを添付する。 
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記入例（謝金用） 

事業内容別収支計画書 

 

氏名 
月別謝金額 

総額 
自己 

負担額 

JICA 

助成額 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

                

                

                

                

                

                

                

                

注）実施期間は日本の会計年度に準じ４月～翌年３月としてください。 
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記入例（購入用） 

事業内容別収支計画書 

収
入
の
部 

自己負担額  

JICA助成額  

総額  

 

支
出
の
部 

品名 単価 個数 計 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合 計    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付：見積書(写) ３部 

注）必ず 3者以上の業者発行の見積書の写し各 1部を

添付する。 
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助成金交付～事業実施～報告書提出までの手続きについて 

 

 

 

 

 

 

助成金交付申請書の内容に変更が

ありますか？ 

変更申請書の提出は必要ありま

せん。事業終了後、2 ヵ月以内に

事業報告書、会計報告書を提出し

てください。 

事業の中止ですか？ 

速やかに JICA 在外事務所に連絡

後、中止報告書を提出、助成金を

返還してください。 

事業実施計画書の変更ですか？ 収支計画書の変更ですか？ 

以下にあてはまりますか？ 

・ 実施時期の 3 ヵ月以上の変更 

・ 計画人数/実施回数の 20%以上の変更 

・ 規模/構造の著しい変更 

・ 購入品目の変更 

・ 予定していた事業の一部を実施しな

かった（できなかった） 

・ 事業を追加した 

以下にあてはまりますか？ 

・ 事業費総額の 20%を越える増減 

・ 助成金に係る部分の配分の変更が

20%以上となる 

・ 申請時に助成金部分として計上して

いなかったが、報告時に計上すること

になった項目がある、もしくは助成金

部分として計上していて使用しなか

った項目がある。 

2020 年度事業は 2021 年 3 月 31

日まで、2021 年度事業は 2022 年

3 月 31 日までに終了しますか？ 

速やかに JICA在外事務所に変更承認申請

書を提出し、変更の承認を受けてくださ

い。 

速やかに JICA 在外事務所へ連絡

し、遅延報告書を提出してくださ

い。 

判断が難しい場合は、JICA 在外事務所

もしくは海外日系人協会までご相談く

ださい。 

NO 

NO 

NO 

NO 

NO 
NO 

NO 

YES 

YES 

YES 

YES 

YES 

YES 

YES 

収支計画書についても変更があ
る場合は、右下枠内の内容もご確
認ください。 
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○
○
○
○ 

○
○
○
○ 

○
○
之
印 

３．助成金支払申請書 

 助成金交付決定通知書を受領後、「助成金支払申請書」を JICA 在外事務所に当月

の 20日頃までに提出してください。 

-------------------------------------------------------------------------------- 

記入例 

様式第3号（第5条関係） 

  年  月  日 

 

独立行政法人国際協力機構 

 理事長殿 

○○○○○○日本人会 

会長 ○○○ ○○○ 

 

助 成 金 支 払 申 請 書 

 

  年  月  日付貴信JICA(5R)第 -   号に基づき下記のとおり支払を申請します。 

 

記 

 

1 助成対象事業名  教育文化対策 日本語教育対策（教師合同研修会）事業 

2 助 成 の 内 容 日本語教師合同研修会 

3 助成金の総額  ※現地通貨で記載。 

今回の申請額  ※現地通貨で記載。 

4 助成金の送付先銀行口座名及び現行の住所 

 

なお、機構から助成金を受領するに当たり、助成金交付決定通知書 5「助成金交付条件」に従い、

助成対象事業をその目的に沿って実施することを誓約します。 

また、本助成金で購入した機材の活用から得られた収益は、将来の事業の継続・発展に充てること

を誓約します。 

                                        以上 

 

 

 

 

 

交付決定日（助成金交付決定通知書で確認）を記載 

助成金交付決定通知書と同様
に記載する。 
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４．変更承認申請書 

事業の実施中に何らかの変更が生じる場合は、必ず JICA在外事務所に相談してくださ

い。 

【提出書類】 

変更承認申請書（記入例:23ページ） 

【作成上の留意点】 

（１）JICAが定める軽微なものに該当しない以下の場合、変更承認申請書の提出が必

要です。 

・実施時期、期間の 3箇月を超える変更 

（例）計画「9/10-9/12」→変更予定「12/20-12/25」  

・計画人数、実施回数の 20%以上の変更 

（例）計画「第 1回研修会 150名/第 2回研修会 100名」 

→変更予定「第 1回研修会 50名/第 2回研修会 実施なし」  

・購入事業については購入品目の変更 

・事業費総額の 20%を超える変更 

・助成対象事業に要する経費（助成金に係る部分に限る）に 20%を超える配分の 

変更(JICAの定める軽微なものを除く) 

 

助成対象事業に要する経費（助成金に係る部分に限る）の 

配分の変更(JICAの定める軽微なものを除く)をしようとする場合 

 

      経費配分の変更（要変更承認申請書提出）   

 

 ○総事業費は 20%を超えないが、各経費の総額に対する割合が 20%を超える増減 

  （例） 

 

 

 

  

  

 

 

    

 

 

  総額に対するそれぞれの経費の割合が 20%を超える増減となっているので 

   こちらも変更承認申請書の提出が必要です。 

 

 

 

 

3,000.00 

1,500.00 

総額4,500.00 総額4,500.00 

2,500.00 

2,000.00 

講師謝金 

宿泊費 
経費の割合が

約22%(20%超)

変更されてい

ます。 
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（２）JICAの定める軽微なものに該当する場合、変更承認申請書の提出は不要ですが、

必ず事前に JICA在外事務所に報告し、了解を得てください。 

また、会計報告書に変更の理由及び変更の内容を必ず記載してください。 

 

事業目的の変更を伴わず、かつ、助成金の額に変更を生じないもので、 

上記の変更に該当しない場合 

（例）計画「9/10-9/12」→変更予定「10/1-10/3」  

 計画「第 1回研修会 150名/第 2回研修会 100名」 

→変更予定 「第 1回研修会 140名/第 2回研修会 90名」 など 

  

軽微な変更(申請書提出は不要ですが、会計報告書に変更の理由及び 

  変更前後の経費の配分を必ず記載してください。) 

 

 ○事業目的の変更を伴わない、事業区分ごとの助成対象経費の配分の変更であって、

上記の変更に該当しない場合 

 

  （例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  変更はしていますが、20%を超えない範囲ですので、軽微な変更となります。 

 会計報告書に変更の理由と変更前後の経費の配分を記載して提出してください。 

 

3,000.00 

1,500.00 

総額4,500.00 総額4,500.00 

2,000.00 

2,500.00 

講師謝金 

宿泊費 
経費の割合が

約 11%(20%

以下)の変更

なので軽微な

変更です。 
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○
○
○
○ 

○
○
○
○ 

○
○
之
印 

記入例 

様式第4号（第7条第1号関係） 

 

変 更 承 認 申 請 書 

 

  年  月  日 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事長 殿 

 

○○○○○○日本人会 

会長 ○○○ ○○○ 

 

 

 年 月 日付貴信 JICA(5R)第 -  号に基づく助成事業の実施について、 

下記の理由により事業の内容・経費の配分を変更したいので報告し、承認を申請します。 

 

記 

 

助成事業名 教育文化対策 日本語教育対策（教師合同研修会）事業 

 

1 変更の理由 講演していただける講師の都合がつかず、また参加予定の教師が所属する学校の

行事とも重なるため、日程を延期し、また期間を延長してより集中した講義を行

えるよう変更を希望します。また期間を延長する事により経費の増額が見込まれ

るため、経費の配分も変更希望します。 

 

2 事業の内容 教師合同研修会 

 

変更後 実施期間：○○○○/○○/○○～○○○○/○○/○○ 

 

変更前 実施期間：○○○○/○○/○○～○○○○/○○/○○ 

 

3 経費の配分 

 

   変更後 自己負担額○○○. ○○ JICA助成額○○○. ○○ 総額○○○. ○○ 

 

   変更前 自己負担額○○○. ○○ JICA助成額○○○. ○○ 総額○○○. ○○ 

以上 

 

 

 

 

交付決定日（助成金交付決定通知書で確認）を記載する。 
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５．事業報告書、会計報告書   

 助成事業の完了の日から 2 ヶ月以内（ただし概算払いを受けた会計年度末まで）

に当該事業の成果を記載した事業報告書、会計報告書および関係資料を提出して

ください。 

 3月に終了する事業の場合は、業務報告書類の暫定版を JICA在外事務所の指定す

る日までに提出してください。 

 事務所等に精算スケジュールを確認の上、3 月末までに会計報告、精算を終えて

ください。 

 作成上の留意点および記入例を参考に、申請時の提出書類に対比するように報告

書を作成してください。 

 

    <申請時提出書類>          <事業完了時提出書類> 

  助成金交付申請書/事業実施計画書  ⇒  事業報告書 

  収支計画書             ⇒  会計報告書 

  事業内容別収支計画書      ⇒  事業内容別会計報告書 

    収支計画明細書※          ⇒ 会計報告明細書※ 
      

※「収支計画明細書」および「会計報告明細書」については､講習会、研修会
などを実施した場合のみ添付。 

 

【提出書類】 

 ・事業報告書  

・会計報告書／事業内容別会計報告書／会計報告明細書 
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事業報告書 (記入例：29-31ページ) 

※各事業毎の記載事項を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成上の留意点】 

（１） 報告書の宛名は「独立行政法人国際協力機構 理事長殿」とする。 

（２） 団体名・代表者役職・代表者名を記載し、団体公印の押印または代表者の署

名のあるオリジナルを提出する。 

代表者役職名がない、公印をカラープリントしている等の書類が散見されま

すが、再提出となりますのでご注意ください。 

（３） 事業実施計画書と比較して、どのような実施内容であったか記載する。 

（４） 事業金額の総額及び自己負担額と JICA助成額（他からの資金援助があった

場合はその金額）の内訳を記載する。 

（５） 事業実施の成果、評価および今後の課題などを記載する。 

（６） 事業の内容がわかる実績表などを添付する。 

（例）研修会、講習会等：日程、参加者名簿、実施記録など 

謝金：当該期間における月別の活動内容がわかる資料など 

購入：写真など 

（７） 事業実施計画書から軽微な変更があった場合は、その理由を明記する。 
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会計報告書 (記入例：32ページ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成上の留意点】 

（１） 日付は事業報告書と同じにする。 

（２） 実施種別ごと（教育文化対策、医療衛生対策）に作成する。 

別紙として事業ごとに作成し、それぞれの内訳を明記する「事業内容別会計

報告書」等の書類と金額が合っているか必ず確認してください。 

（３）助成決定通知額は、助成金交付決定通知書記載の現地通貨額を記載する。 

（４）助成金受領額は、実際に JICAより支払われた現地通貨額を記載する。 

（５）収入 

・自己負担額、JICA助成額、総額を現地通貨額で記載する。 

・自己負担額および JICA助成額のそれぞれの割合を記載する。 

・ 助成金を一部返納した場合は、実際に使用した額(返納後の金額)を記載する。 

（６）支出 

・支出項目、申請計画額、支出実績を記載する。 

・出実績内訳として、自己負担額、JICA助成額を記載する。 

（７）備考 

・申請時と特に変更した点について記載する。 

（例）申請時は講師宿泊費を計上していたが、～のため計上しなかった。 

・助成金を一部返納した場合は、返納日と金額を備考欄に記載する。 
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事業内容別会計報告書 （記入例：33,35-36ページ） 

※各事業に合った報告書をご使用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

①講習会用 ②謝金用 ③購入用 

【作成上の留意点】 

（１） 購入事業の場合は、必ず業者発行の領収書の写を添付し、申請時の金額と差異

が出た場合は、その理由を会計報告書等に記載する。 

その他事業の場合は、領収書を添付する必要はないが、JICAから求められた場

合に速やかに提出できるように 10年間保管する。 

（２） 事業実施中に「変更承認申請書」を JICA 在外事務所に提出した場合は、コピ

ーを報告書類に添付する。 

（３） 大幅な変更が生じたにも関わらず「変更承認申請書」を提出していない団体は、

「変更理由書(書式自由)」を速やかに JICA 在外事務所に提出するとともに、

報告書類にも添付して提出する。 

 

会計報告明細書 (記入例：34 ページ) 

※講習会等事業の場合に添付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成上の留意点】 

（１） 内訳欄はなぜその金額を計上しているかの根拠となるものですので、必ず記載

する。計算式が多岐にわたる場合、計算式で表せない場合等は使途が分かるよ

う記載する。 



28 

 

（２） 事業総額に自己負担率を一律にかけず、自己負担する項目と、助成金を充てる

項目に分けてください。 
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○
○
○
○ 

○
○
○
○ 

○
○
之
印 

記入例（講習会用） 

様式第8号（第7条第5号関係） 

事 業 報 告 書 

 

  年  月  日 

独立行政法人国際協力機構 

理事長 殿 

○○○○○○日本人会 

会長 ○○○ ○○○ 

 

   年 月 日付貴信 JICA(5R)第 -  号に基づく助成事業が完了しましたので 

下記のとおり報告します。 

 記 

 

1 助成事業名 教育文化対策 日本語教育対策（教師合同研修会）事業 

１） ○○○研修会 

２） ×××セミナー 

３） ○○○合同研修会 

 

2 実施時期（期間）  

１） ○○○○年○○月○○日～同年○○月○○日 

２） ○○○○年○○月○○日 

３） ○○○○年○○月○○日～同年○○月○○日 

 

3  事業内容 

１）「低学年向け会話練習のための教材開発」をテーマにすえ、本テーマに係る討議、ワー

クショップを行った。 

２）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

３） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

4 事業金額（収支詳細は別添会計報告書） 

総額 ○○○.○○ 

内訳：自己負担額○○○.○○＋JICA助成額○○○.○○（＋他からの資金援助額） 

 

5 事業の成果など（成果は可能なかぎり具体的な数値で記述） 

３つの研修会を通じて、教師のレベルを○○まで上げることができ、参加者 10名中 9名が○

○国における「日本語教師検定△△級」と認定された。    

   以上 

 添付資料 各研修会のプログラム○部、参加者リスト○部、写真○葉 

交付決定日（助成金交付決定通知書で確認）を記載 

軽微な変更があった場合は、その理由を明記 

「事業実施計画書」の日程の変更があった場合

は、その理由を記載。 

例）会場の都合により変更など 

事業の内容がわかる実績表などを添付 

役職は必ず記載してください。 
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○
○
○
○ 

○
○
○
○ 

○
○
之
印 

記入例（謝金用） 

様式第8号（第7条第5号関係） 

   

事 業 報 告 書 

 

  年  月  日 

独立行政法人国際協力機構 

理事長 殿 

○○○○○○日本人会 

会長 ○○○ ○○○ 

 

    年 月 日付貴信JICA(5R)第 -  号に基づく助成事業が完了しましたので 

下記のとおり報告します。 

 

 記 

 

1 助成事業名  教育文化対策 日本語教育対策（教師謝金）事業 

 

2 実施時期（期間） ○○○○年○○月～同年○○月 

 

3 事業内容   

日本語学校○○校、○○名の日本語教師（対象者の詳細は別紙一覧表を参照）が行った日系

子弟への日本語授業や学校行事の運営などの諸活動に対し、上記期間謝金の支払いを実施し

た。 

謝金支払対象者数 教師数：合計○○名 

○○○学園 ○○名 

○○○日本語学校 ○○名 

○○○補習校 ○○名 

 

4 事業金額（収支詳細は別添会計報告書） 

総額 ○○○.○○ 

内訳：自己負担額○○○.○○＋JICA助成額○○○.○○（＋他からの資金援助額） 

 

5 事業の成果など（成果は可能なかぎり具体的な数値で記述） 

日本語教師謝金事業を実施したことにより・・・・・・・・・・・・ 

以上 

添付資料 

 ・謝金支払対象者名簿 

・学校要覧 

 

 

交付決定日（助成金交付決定通知書で確認）を記載 

謝金支払対象者に変更があった場合は、変更者名

と変更理由を明記 

謝金支払対象者の活動（担当クラス、担当生徒数、

学校行事など）がわかる資料を添付。 

謝金領収書等の証憑書類は必要ありません。 

役職は必ず記載 
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○
○
○
○ 

○
○
○
○ 

○
○
之
印 

記入例（購入用） 

様式第8号（第7条第5号関係） 

   

事 業 報 告 書 

 

  年  月  日 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事長 殿 

○○○○○○日本人会 

会長 ○○○ ○○○ 

 

   年 月 日付貴信 JICA(5R)第 -  号に基づく助成事業が完了しましたので 

下記のとおり報告します。 

 

 記 

 

1 助成事業名  教育文化対策 日本語教育対策（教材等購入）事業 

 

2 実施時期（期間） ○○○○年○○月○○日 

 

3 事業内容 

購入品目 利用状況、今後の利用計画等 

  

  

  

  

  

 

4 事業金額（収支詳細は別添会計報告書） 

総額 ○○○.○○ 

内訳：自己負担額○○○.○○＋JICA助成額○○○.○○（＋他からの資金援助額） 

 

5 事業の成果など（成果は可能なかぎり具体的な数値で記述） 

日本語教材が整い、・・・・・・・・・・・・ 

以上 

 添付資料  写真○葉 

 

 

交付決定日（助成金交付決定通知書で確認）を記載 

納品日もしくは設置日を記載 

購入品目に変更があった場合は、変更箇所とその

理由を明記 

設置状況や利用状況がわかる資料を必ず添付 

役職は必ず記載 
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記入例 

様式第9号（第7条第6号関係） 

 

会 計 報 告 書 

 

                        年  月  日 

 

         ○○○○○○日本人会 
 

 助成事業名   教育文化対策 日本語教育対策（教材等購入）事業 

                                 

 助成交付決定通知額（現地通貨額○○○.○○） 

 助成金受領額   （現地通貨額○○○.○○） 

 

収入（現地通貨額） 

自己負担額 ○○○.○○      ％ 

JICA助成額 ○○○.○○      ％ 

※他からの資金援助       ％ 

      合計 ○○○.○○ 100.00％ 

 

支出（現地通貨額） 

支出項目 申請計画額 支出実績 支出実績内訳 

自己負担額 JICA助成額 

教師合同研修会     

・○○○研修会     

・×××セミナー     

・△△△合同研修会     

     

     

     

     

    合計     

添付：物品購入の場合、業者発行の領収書（写） 

備考： 第6条〔軽微なものとしての変更があった場合〕などを記載する。 

  

                           

 

                                  以上 

助成金交付決定通知書記載の金額を記載 

実際に助成金を受領した額を記載 

パーセンテージは

小 数 点 下 2 桁  

(下3桁四捨五入)ま

で記載 

助成額を返納した場合は、備考欄に返納日および返納額を記載 
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記入例（講習会用） 

 

事業内容別会計報告書 

 

行事名 ○○○講習会 ○○○講習会 ○○○地域視察 

開催時期 ○○○○年○月○日 ○○○○年○月○日 ○○○○年○月○日 

開催場所       

参加人数 ○○名 ○○名 ○○名 

趣   旨       

内   容       

 

収入 

自己負担額       

JICA助成額       

総     額       

 

 

支出 

       

       

    

       

       

       

       

合 計       
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記入例（講習会用） 

 

会計報告明細書 

 

事業名：○○講習会 

 

収入 総額 自己負担額 JICA助成額 

        

 

 

 

 

※支出が多岐にわたり、１－２通りの計算式で算出できない時は、別途支出内容のリスト等を

作成し、添付してください。

支出 総額 内訳 自己負担額 JICA助成額 

   @  × 泊×  名     

   @  × 日×  名     

   @  ×  名     

   @  ×  日     

   @  ×  名     

   別添リスト参照 ※     

   @  ×  枚     

   @  ×  冊     

   @  ×  本     

   @  ×  部     

合計         

なぜその金額になっているのか分かるように、

内訳欄は必ず記載 
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記入例（謝金用） 

事業内容別収支計画書 

 

氏名 
月別謝金額 

総額 
自己 

負担額 

JICA 

助成額 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

                

                

                

                

                

                

                

                

注）実施期間は日本の会計年度に準じ４月～翌年３月としてください。 

 

 

 

※1名に対し１つの欄でご記載ください 
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記入例（購入用） 

 

事業内容別会計報告書 

  

 

収
入
の
部 

自己負担額   

JICA助成額   

総額   

 

 

 

支
出
の
部 

内容・品名 単価 個数 計 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

      合 計   

 

 

 

 

 

添付：領収書(写) ○部 

 

必ず業者発行の領収書の写を添付 
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６．その他書類 

１．助成対象事業を何らかの都合で中止(又は廃止)する場合 

中止又は廃止の可能性が出た時点で、必ず JICA在外事務所に相談してください。 

【提出書類】 

中止（又は廃止）報告書 

【作成上の留意点】 

（１） 実施種別ごとに作成する。 

（２） 宛名は「独立行政法人国際協力機構 理事長殿」とする。 

（３） 団体公印の押印または代表者の署名をする。 

（４） 中止（又は廃止）となった理由を具体的に記載する。 

 

２．助成対象事業が予定の期間内に完了しない場合 

遅延が分かった時点で、すぐに JICA在外事務所に報告してください  

【提出書類】 

遅延報告書 

【作成上の留意点】 

（１） 実施種別ごとに作成する。 

（２） 宛名は「独立行政法人国際協力機構 理事長殿」とする。 

（３） 団体公印の押印または代表者の署名をする。 

（４） 事業完了予定期日を必ず記載する。 

事業完了時は早急に事業報告書・会計報告書等の書類を提出してくだ  

さい。 
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○
○
○
○ 

○
○
○
○ 

○
○
之
印 

記入例 

様式第 5号（第 7条第 2号関係） 

 

中止（又は廃止）報告書 

 

  年  月  日 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事長 殿 

 

○○○○○○日本人会 

会長 ○○○ ○○○           

 

 年 月 日付貴信 JICA(5R)第 -  号に基づく助成事業の実施について、 

下記の理由により事業を中止（又は廃止）しますので報告します。 

 

記 

 

助成事業名 

 

1 中止（又は廃止）の理由 

 

 

2 事業の実施状況 

（1）未実施 

助成金受入額 

助成金返還額 

（2） 実施 

  ア 中止（又は廃止）時点の進捗状況 

 

  イ 中止（又は廃止）時点の支払実績額 

     内 自己負担額 

       助成金支出額 

  ウ 助成金受入額 

    助成金残額 

                                  以上 

交付決定日（助成金交付決定通知書で確認）を記載 

中止の理由を具体的に記載 
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○

○

○

○ ○

○

○

○ ○

○

之

印 

記入例 

様式第 6号（第 7条第 3号関係） 

 

 

遅 延 報 告 書 

 

  年  月  日 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事長 殿 

 

○○○○○○○○日本人会 

会長 ○○○○ ○○○○ 

 

 年 月 日付貴信 JICA(5R)第 -  号に基づく助成事業の実施について、 

下記の理由により事業の遅延を報告します。 

 

記 

助成事業名 

 

1 遅延の理由 

 

 

2 遅延後の事業計画 

 

 

3 事業の完了予定期日 

 

                                   以上 

 

 

申請団体の役職名（会長、理事長等）、代表者名、

署名または公印を押印 

 


